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（１） はじめに
いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命または身体に重大な危険を生じさせるおそ
れのある絶対に許されない行為であり、本校においても起こり得るとの認識をもって取り組まなけ
ればならない。

そのためには、常に保護者や地域住民、関係機関等との連携を図りつつ、学校全体で「いじめの
未然防止」、「いじめの早期発見」、「いじめへの早急な対処措置」について、本校としての共通理
解を図り、組織的に対応していくために以下のことに取り組む。。

（２） いじめ防止の取組に関する基本理念について
いじめは、全ての児童に関係する問題であり、いじめの防止の対策は、全ての児童が安心して学

校生活を送り、様々な活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わず、いじめが行われな
くなることを旨として行われなければならない。また、いじめの防止等にあたっては、「いじめは
人間として絶対に許されない」という強い認識のもと、「どの学校、どの子にも起こり得る」とい
う危機意識をもつとともに、「いじめられている子を最後まで守り抜く」という強い信念をもち対
応にあたるものとする。

（３） いじめの定義

「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童
等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インター
ネット等を通じて行われるものも含む）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦
痛を感じているもの」とする。【いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第 71 号）第２条】より

（４） いじめ防止の対策のための組織
① いじめの防止に組織的に対応するために、学校いじめ対策組織法第２２条に基づき、情報集
約担当者を置き、「いじめ・不登校対策委員会」を設置する。

いじめ・不登校対策構成員は、校長、教頭、教務主任、生徒指導担当者、養護教諭、担任と
する。

②「情報集約担当者」は、次のような業務を行う。
ア 日々寄せられる情報を整理し、緊急性の度合いに応じて、対応を判断する。
イ 必要であれば、報告者に対する確認や関係者からの聴き取り等を実施する。
ウ 集められた情報はパソコンや表計算ソフトを用いてデータベース化し、初発なのか、再発

なのか、複数の教職員が情報を寄せているのか等も含め、どのように対応するのか仮決めす
る。

エ 緊急性が高いと判断した場合には、速やかに「いじめ・不登校対策委員会」の学校内メン
バーを招集する。

③「いじめ・不登校対策委員会」は、次のような役割を担う。
ア 学校基本方針が学校の実情に即してきちんと機能しているかを点検し、必要に応じて見直
すＰＤＣＡサイクルの検証の中核となる役割

イ いじめの相談・通報の窓口としての役割
ウ いじめの疑いに関する情報や児童の問題行動等に係わる情報の収集と記録、共有を行う役
割

エ いじめの疑いに係わる情報があったとき、緊急に委員会を開いていじめの情報の迅速な共
有、関係児童への事実確認の聴取、指導や支援の体制・対応方針の決定と保護者との連携と
いった対応を組織的に実施するための役割

④「いじめ・不登校対策委員会」は、次の時期に開催する。
ア 月１回の情報交換会で対策を講じる事案が認めらたとき
イ 心のアンケートまたは、教育相談において対策を講じる事案が認められたとき
ウ 地域、保護者、担任等から相談を受けたとき

（５） いじめの防止に関する具体的な取組
① 未然防止 ～ いじめを生まない土壌づくり ～

すべての児童に「いじめは人権を侵害する絶対に許されない行為である。」と理解を促し、
人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動を行う。また、児童の豊かな情操や道徳心、自分
の存在と他人の存在を等しく認め、互いの人格を尊重し合える態度等、よりよい人間関係を構
築する能力を養う。
ア 道徳教育及び体験活動の充実（心の教育の推進）

教育活動全体を通して、児童に自他の生命や人権を尊重する心と態度を醸成するため、道
徳教育・人権教育の充実を図る。また、朝の清掃活動等を通し、ボランティア精神を養った
り、縦割り班活動等を通し、他者と深く関わる体験を重ねたりすることで、児童の豊かな情
操と道徳心を培う。

イ 学級経営の充実、学級活動・児童会活動の活性化
一人一人の児童の居場所が保障された安らぎのある学級づくりを行い、学級活動等で児童



一人一人が自分の意見や考えを交流したり、集団として決定したことを実践に移し、問題解
決や改善を図ったりする機会を設けることによって、児童のコミュニケーション能力や自己
有用感等を高め、社会に参画する態度や自主的・実践的な態度を醸成する。

ウ 児童の人権意識の向上
いじめは人権を侵害する絶対に許されない行為である。このことをしっかりと受け止め、

児童に人権や人権擁護に関する基本的な知識を確実に身に付けさせ、自分とともに他の人の
大切さを認めようとする意欲・行動力を育成する。

また、児童一人一人が大切にされ、安心・安全が確保される環境づくりに努める。
エ 学習指導の充実 ～ 授業づくりの改善と工夫 ～

児童一人一人に「確かな学力」を付けるための指導の在り方について研究し、実践する。
授業では、一人一人の児童ができる喜び・わかる喜びを実感できるよう、日頃から教材研究
や授業研究を行うなど指導方法の工夫・改善に努める。

オ 地域とともにある学校づくり
本校が取り組むいじめ防止について、保護者への理解を促すとともに、ＰＴＡ役員会と定

期的に情報交換したり、学校運営協議会との会合を活用したりするなど、いじめ防止のため
に家庭・地域が積極的に相互協力できる関係づくりを進める。

② 早期発見・早期対応 ～ 小さな変化への敏感な気づき・迅速かつ組織的な対応 ～
ア 早期発見

日頃から児童の見守りや信頼関係の構築に努め、児童が示す変化や危険信号を見逃さないよ
う意識を高く保つとともに、教育相談体制を整える。

(ｱ) 心のアンケートの実施
アンケートは、６月と１２月に実施する。実施にあたっては、児童が素直に自分の心を

記述しやすい環境づくりに努め、結果は直ちに管理職に報告し、全職員で共有する。
(ｲ) 教育相談体制の充実

各担任、養護教諭は定期的に面談を実施し、児童や保護者の声に耳を傾け、いじめ等の
訴えがあった場合、児童や保護者の思いや不安・悩みを十分に受け止める。

(ゥ) 欠席状況の把握（10 日）と不登校支援シートの作成
初期対応として欠席日数を把握し欠席が１０日になる前に、専門機関と連携を図り、10

日を過ぎた場合は、不登校支援シートを作成し、データーベース化し、情報を共有する。
イ 早期対応

「いじめ・不登校対策委員会」において、いじめを認知した場合は、次の事柄に留意して、
組織的に迅速かつ適切に対応する。

(ｱ) 安全確保
直ちにいじめを受けた児童やいじめを知らせた児童の安全を確保する。

(ｲ) 事実確認
いじめを認知した場合や児童がいじめを受けていると疑われる場合は、直ちにいじめの

事実の有無を確認する。
(ｳ) 指導・支援・助言

いじめが確認された場合には、直ちにいじめを止めさせ、その再発防止のためにスクー
ルカウンセラー等の外部組織の協力も得ながら複数の教職員等によって、いじめを受けた
児童やその保護者への支援、いじめを行った児童への指導またはその保護者への助言を行
う。その際、対応したことは記録として残しておく。

(ｴ) 情報提供
いじめの早期解決を図るため、事実関係が明確になった情報を、いじめを受けた児童の

保護者やいじめを行った児童の保護者にも必要に応じて提供する。
ウ 関係機関との連携

いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認められる場合、教育的な配慮や
被害児童等の意向を配慮したうえで、早期に警察に相談し、適切に援助を求める。なかでも、
児童の生命、身体または財産に重大な被害が生じるような場合は、直ちに警察に通報し、連
携した対応をとる。

エ インターネット上のいじめへの対応
インターネット上に不適切な書き込み等を行っているとの連絡を受けた場合、そのサイト

を確認し、デジタルカメラ等で記録し当該児童及びその保護者に連絡し、削除を要請する。
当該児童への指導を行うとともに保護者に削除後の確認を行う。

オ 教職員の資質能力の向上
「いじめはどの児童にも、どの学校にも起こり得る問題である」という基本的認識に立ち、

すべての教職員が児童としっかり向き合い、いじめ防止等に確実に取り組む資質・能力が身
に付けられるよう「深田っ子がんばりカード」等を活用した実践及び校内研修に努める。

カ 家庭・地域との連携
保護者や地域住民の信頼関係を構築し、児童の家庭や地域での様子を気軽に相談できる体

制を整備する。また、いじめ防止等の取組について、ＰＴＡ総会・役員会・運営委員会・学
級懇談会等の機会に情報交換を行う。

キ 継続的な指導・支援
「いじめ・不登校対策委員会」を定期的に行い、児童の人間関係を継続的に注視していく。

いじめを受けた児童については、継続的な心のケアに努めるとともに、自己有用感等が回復
できるよう支援する（少なくとも３か月は児童の見守りを継続する）。



また、いじめを行った児童については、いじめの背景にある原因やストレス等を取り除く
よう支援するとともに、相手を思いやる心や規範意識が向上できるよう粘り強く指導する。

さらに、当該児童の保護者と常に連絡を取り合い、家庭での様子や児童の言動等を継続的
に把握する。

ク 取組内容の点検・評価
いじめ防止等について、具体的な取組状況や達成状況を学校評価等を利用して確認すると

ともに、「いじめ・不登校対策委員会」を中心に学校基本方針を点検し、必要に応じて見直
しを行う。

（６） いじめに対する措置
いじめ問題が生じたときには、詳細な事実確認に基づき早期に適切な対応を行い、関係する子ど

もや保護者が納得する解消を目指す。
○ いじめられている子どもや保護者の立場に立ち、詳細な事実確認を行う。
○ 学級担任等が抱え込むことのないように、学校全体で組織的に対応する。
○ 校長は事実に基づき、子どもや保護者に説明責任を果たす。
○ いじめる子どもには、行為の善悪をしっかり理解させ、反省・謝罪をさせる。
○ 法を犯す行為に対しては、早期に警察等に相談し協力を求める。
○ いじめが解消した後も、保護者と継続的な連絡を行う。
○ 必要に応じて、教育委員会や｢いじめ・不登校サポートチーム｣,関係機関等との連携を図る。
○ いじめられる子、いじめる子、観衆、傍観者及び保護者に、教育的配慮をもってそれぞれを

しっかり支援・指導する。

（７） 重大事態への対応
① 重大事態の報告
○ 重大事態を認識した場合、直ちに報告を行う。

・学校 → あさぎり町教育委員会
② 調査を行う組織
○ 学校が組織した「いじめ・不登校対策委員会」において調査を行う。

・必要に応じて専門家等の第三者を加える等、公平性・中立性を保つ。
③ 事実関係を明確にするための調査の実施
○ 重大事態に至る要因となったいじめ行為の事実関係を、可能な限り明確にする。なお、因

果関係の特定を急ぐのではなく、客観的な事実関係を速やかに調査することが必要である。
・いつ（いつ頃から）
・誰から行われ
・どのような態様であったか
・いじめを生んだ背景事情
・児童の人間関係にどのような問題があったか
・学校、教職員がどのように対応したか 等

○ いじめられた児童からの聴き取りが可能な場合
・いじめられた児童から十分に聴き取る。
・在籍児童や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査などを行う。

この際、個別の事案が広く明らかになり、被害児童や情報提供者に被害が及ばないように
留意する。

・いじめた児童に対しては、調査による事実関係の確認をするとともに、指導を行い、いじ
め行為を止める。

・いじめられた児童に対しては、事情や心情を聴取し、状況に合わせた継続的なケアを行い、
落ち着いた学校生活復帰の支援や学習支援等を行う。

○ いじめられた児童からの聴き取りが不可能な場合
（いじめられた児童が入院や死亡した場合）
・いじめられた児童の保護者の要望・意見を十分に聴取し、迅速に当該保護者に今後の調査
について協議し、調査に着手する。

・調査方法としては、在籍児童や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査等が考えられる。
・必要に応じて教育委員会や｢いじめ・不登校サポートチーム｣関係機関等との連携を図る。

④ いじめられた児童が死亡したときの対応
○ 亡くなった児童の尊厳を保持しつつ、その死に至った経過の検証と再発防止策を講ずるこ
とを目指し、遺族の気持ちに十分配慮しながら、自死の背景調査を実施する。
・遺族の要望・意見を十分に聴取する。
・在校生及びその保護者に対しても、できる限りの配慮と説明を行う。
・遺族に対して主体的に、在校生への調査の実施を提案する。その際、調査の目的・目標、

調査を行う組織の構成、概ねの期間、方法、入手資料の取扱い、遺族への説明の在り方、
調査結果の公表に関する方針について、できる限り、遺族と合意しておく。

・資料や情報はできる限り、偏りのないよう、多く収集し、それらの信頼性の吟味を含めて、
専門的知識及び経験を有する者の援助の下、客観的、総合的に分析評価を行う。

・学校が調査を行う場合において、あさぎり町教育委員会及び球磨教育事務所から、必要な
指導や支援を得る。


